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事業サマリー（本事業の目的と実施内容）

本事業の

目的*

実施内容

物流は、国民生活や地域経済に欠かせない機能であるが、人口減少に伴う労働力不足の深刻化等により、その需要と供給のバランス

が崩れつつある。足元では、国際情勢の悪化に起因する原材料・エネルギー・物流コストが高騰や物流の2024年問題など、業界を取り

巻く環境は厳しさを増している。物流2024年問題の影響は、当然全国的に及ぶものであるが、北海道は、人口密度が全国で最も低い、

拠点間の輸送距離も長い、トラック輸送への依存度が高い等の特徴があり物流効率を向上させにくい地域であり、農林水産業や食料

品製造業を主要産業として抱え我が国の食糧供給基地の位置づけにもあることから、地域における持続可能な物流機能を構築する

重要性が高い地域と言える。

そこで、本事業では、対象地域を北海道と設定したうえで、下記を実施するものとする。

• 北海道地域の製配販及び物流事業者の集う座組として「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」を設置・運営し、関係企

業間の物流面での具体的な協力・連携を促すこと

• 北海道地域における流通・物流構造の調査、及び物流実態の可視化を行い、優先度の高い課題や具体的な協調パターンの仮

説等の提示を行うこと

• 北海道の消費財流通に関わる製配

販事業者や物流事業者などが幅

広く参画する「北海道フィジカルイン

ターネット懇談会」の設置・運営

• 望ましい物流の在り方や具体的な

協調の可能性等に関する情報発信

• 北海道における消費財サプライチェー

ン上の物流実態の可視化・分析

• 可視化・分析結果に基づく物流課

題の提示

• 当該地域の事業者間での具体的

な協力・連携パターンの提示

• 北海道内でフィジカルインターネット

を実現するための段階仮説の整理

• 本事業の取組成果をイラスト等を

用いて要約した広報資料の作成

• 上記広報資料の配布

仕様（1） 仕様（2） 仕様（3）

*仕様書を基にNRI作成
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令和5年 令和6年

項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

（１）

 「地域フィジカルインター

ネット懇談会（仮称）」

の設置・運営

（２）

対象地域の物流課題

調査

（３）

成果広報資料の作成・

印刷・配布

報告書取りまとめ

本事業は下記に掲げる通り、懇談会の開催を上期に1回、下期に1回開催するとともに、

北海道物における物流課題の調査・分析を通期で実施した

１．事業の実施方針等 1.3 事業実施計画

実施スケジュール

懇談会#02懇談会#01

事
業
方
針
に
関
す
る
貴
省
と
の
集
中
討
議

資料案

の作成

検討会を踏まえ

資料案の更新

印刷

配布

懇談会

参加依頼

日程調整

#01

テーマ決め

資料作成

日程調整

#02

テーマ決め

資料作成
議事次第・

謝金等

議事次第・

謝金等

統計等

の整理

アンケート

実施

連携パターンの整理
物流実態

の分析

アンケート設計
アンケート

分析

事業者間のマッチング

・議論

軒先条件等の

ヒアリング

課題・ステップの仮説を作成

国内外事例の収集

報告書

取りまとめ
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7月28日（水）札幌にて第一回懇談会を実施

在北海道企業を中心に計321名が参加（会場参加247名、オンライン参加74名）

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

開催風景（札幌コンベンションセンター 特別会議場） 参加者概要

区分 参加方法

会場参加 オンライン参加

製造業 38 11

中間流通・卸売業 26 3

小売業 26 1

物流業 73 23

その他 84 36

計 247 74

単位：人
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第一回懇談会は議事次第は以下の通り

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

# プログラム タイムライン 所要時間（分） 報告者

1 開催挨拶 13:00 5 経済産業省

2 地域フィジカルインターネットの実現に向けて 13:05 10 経済産業省

3 北海道の物流実態調査 13:15 15 野村総合研究所

4 地域への安定・永続的な供給にむけた地域供給ネットワークの協創・共創 13:30 15 北海商科大学

5 地域社会の共通基盤を維持するために 13:45 15 明治大学

6 TC 特性を利用したサプライヤー様領域の共同配送ネットワークの構築 14:00 25 カスミ

7 質疑応答 14:20 10 ー

8 ～ブレイクタイム・名刺交換会・スタートアップ企業紹介～ 14:30 25 ー

- 特別メッセージ - - トラックめいめい様

9 北海道物流研究会発足の背景と趣旨 14:55 20 北海道物流研究会（イオン北海道）

10 製・配・販連携協議会における取組紹介 15:15 20 流通経済研究所

11 行政施策紹介 15:35 15

経産省

国交省運輸局

国交省開発局

農水省北海道農政事務所

12 質疑応答 15:50 10 ー

13 ～終了後 懇談～ ー ー ー

所要時間計 16:00 180
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経済産業省講演では、2024年問題やリソース制約を背景とした物流危機、

及びフィジカルインターネット構築による物流・流通課題解決の方向性を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 我が国に迫る物流危機

① 「物流の2024年問題」（トラックドライバーの時

間外労働の上限規制）

② 物流需給のひっ迫（“物流コストインフレ”）の構

造

③ 経営に必要な資源・資本（リソース）制約の危

機

2. フィジカルインターネットの実現

① フィジカルインターネット（次世代の物流システ

ム）

② フィジカルインターネット実現イメージ

③ フィジカルインターネットと進め方と地域レベルの

取組の重要性

④ 北海道における地域フィジカルインターネット(地

域PI)の実現

経済産業省講演「地域フィジカルインターネットの実現に向けて」

登壇者：経済産業省

商務・サービスグループ

消費・流通政策課長 兼 物流企画室長

中野剛志 様
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野村総合研究所講演では、北海道7地域別のトラックドライバー不足推計や

課題解決手法としての輸配送共同化、及びその実現にむけたステップ仮説を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 北海道におけるトラックドライバー不足の地域別

推計

① 推計手法・結果

② 市町村別の物流維持可能性

③ 輸送品目間の比較

④ ドライバー不足解消を阻む問題

2. 輸配送共同化の重要性

① 共同輸配送の位置づけ

② トラックの積載効率

③ 共同化の意向

④ 共同化の効果

3. 輸配送共同化実現に向けたステップ

① 実現に向けたステップ

② 輸配送共同化体制のイメージ

野村総合研究所講演「北海道の物流実態調査」

登壇者：野村総合研究所

アーバンイノベーションコンサルティング部 グループマネージャー

小林一幸 様
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相浦教授講演では、北海道特有の輸送制約（長さ・疎らさ・ほそり・分布のズレ）、

及び安定的な供給構築に向けた地域共有ネットワーク構想について説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 北海道において、「地域フィジカルインターネット

懇談会」などが行われる意義

① 供給先への「輸送距離の長さ」

② 供給先の「まばらさ」

③ 供給先ごとの「需要量のほそり」

④ 供給地と消費地の「分布のズレ」

2. 地域への安定・永続的な供給にむけた地域共

有ネットワークの協創・共創

① 連携の範囲

② 協調領域の範囲

③ 電子化（データ連携・蓄積）と活用

北海商科大学 相浦宣徳教授講演

「地域社会の共通基盤を維持するために」

登壇者：北海商科大学

商学部商学科 教授

相浦宣徳 様
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橋本教授講演では、フィジカルインターネット構想の意義や総論賛成・各論反対となりがちな

物流の現状、及び実現可能な具体策を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 地域フィジカルインターネット構築の意義

① 地域フィジカルインターネット懇談会の意義

② 産業・物流現場の脆弱性がもたらす地域社会

の悪循環

③ 総論賛成・各論反対が起きる理由

④ 地域の現場が疲弊した遠因と対策

⑤ 物価高が地域小売チェーンの経営基盤に及ぼす

影響と対策

⑥ 投資利益創出スキームと業務プロセス

2. フィジカルインターネットとは物流基盤のシェアリ

ング

① フィジカルインターネットの実現ロードマップ

② サプライチェーンの垂直統合と水平連携

3. スーパーマーケット等WGの議論

総論賛成/各論反対を乗り越えるには

① 荷主業務プロセスの再構築

② 物流基盤シェアリングシステムの構築

③ 地域の維持可能性・強靭性の強化のために

明治大学 橋本雅隆教授講演

「地域社会の共通基盤を維持するために」

登壇者：明治大学

明治大学グローバル・ビジネス研究科 専任教授

橋本雅隆様
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カスミ講演では、自社物流センターで実施する共同輸配送事例の紹介するとともに

共同輸配送を構築する際の障壁や課題解決に向けた検討ポイントを説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. カスミ物流体制の紹介

2. カスミの物流戦略

① 発荷主/着荷主の連携施策

② 物流現場との連携施策

3. お取引先様のドライバー不足に機能するTC特

性を利用した配送ネットワーク構築

① 遊休スペース・マテハンを取引先へ提供

② 入出荷コントロールの推進

4. TC型SCMの構築ポイント（他社との実質的

共同配送）

① TC型流通に特化した庫内導線

② 各ステークホルダとの契約スキーム

③ 物流企業主導による共配インフラ

④ 電子データの共通化

カスミ講演

「TC 特性を利用したサプライヤー様領域の共同配送ネットワークの構築」

登壇者：カスミ

SCM担当マネジャー

齋藤雅之様
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イオン北海道講演では、小売企業4社等と発足した北海道物流研究会の紹介、

及び流通効率化を目的とした共同輸配送網の構築事例を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. イオン北海道紹介

2. 北海道物流研究会の発足

① 発足経緯

② 物流の協調領域の検討

3. 改善取組み事例の紹介

① イオン北海道×ムロオ 運行車両削減対応

② イオン北海道×北雄ラッキー 混載運行対応

③ イオン北海道×幸楽輸送 幹線配送便の削減

4. 北海道の生活を支え続けるサプライチェーン最

適化の推進

① 製・配・販・物流の連携強化

② サプライチェーンの最適化

イオン北海道講演「北海道物流研究会発足の背景と趣旨」

登壇者：イオン北海道

商品本部 商品戦略部

物流改革マネージャー

石田将様
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流通経済研究所講演では、業界横断で組成した製配販連携協議会の紹介、

及び流通・物流課題の解消に繋がった取組事例を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 製配販連携協議会の紹介

① 組成目的

② 参加企業

2. フィジカルインターネットとは

① フィジカルインターネットの実現イメージ

3. 2022年度の取組み紹介

① 商流・物流におけるコード体系標準化WG

② 物流資材の標準化および運用検討WG

③ 取引透明化に向けた商慣習検討WG

④ データ共有による物流効率化検討W

流通経済研究所講演「製・配・販連携協議会における取組紹介」

登壇者：流通経済研究所

専務理事  加藤弘貴 様

主任研究員 久保田倫生 様



14Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

経済産業省・国土交通省・農林水産省による行政紹介では、

流通・物流に関するガイドラインや政策パッケージ、今後の政策動向を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 経済産業省施策

① 我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議

② 物流革新に向けた政策パッケージ

③ 物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業

者・物流事業者の取組に関するガイドライン

④ 持続可能な物流の実現に向けた検討会

2. 国土交通省施策

① 運輸局：トラックGメン

② 運輸局：貨物自動車運送事業法の一部を改

正する法律

③ 開発局：道の駅を活用した中継輸送

3. 農林水産省施策

① 青果物流通標準化ガイドライン

② 花き流通標準化ガイドライン

③ 青果物流通事業者間のデータ連携

④ パレットを利用した荷物情報の共有化

経済産業省・国土交通省・農林水産省「行政施策紹介」

登壇者：経済産業省 商務・サービスグループ

消費・流通政策課長 兼 物流企画室長 中野剛志 様

国土交通省北海道運輸局

自動車交通部貨物課課長 砂田弘一 様

国土交通省 北海道開発局 

建設部道路計画課道路調査専門官 伊藤典弘 様

農林水産省北海道農政事務所

生産経営産業部 事業支援課 課長高橋信行様
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2月20日（火）札幌にて第二回懇談会を実施

在北海道企業を中心に計272名が参加（会場参加140名、オンライン参加132名）

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

開催風景（アスティホール） 参加者概要

区分 参加方法

会場参加 オンライン参加

製造業 7 16

中間流通・卸売業 21 18

小売業 12 3

物流業 59 32

その他 41 63

計 140 132

単位：人
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第二回懇談会は議事次第は以下の通り

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

# プログラム タイムライン 所要時間（分） 報告者 備考

1 会場へのアナウンス 14:00-14:05 5 総合司会 -

2 開会挨拶、主旨説明 14:05-14:10 5 経済産業省 -

3
道内事業者の物流実態

及び共同化の可能性分析
14:10-14:30 20 野村総合研究所 -

4 政策紹介及び実証事業報告 14:30-15:05 35

経済産業省

TSUNAGUTE

トーマツ

-

5
中継輸送・共同輸送を考える

シンポジウム 結果報告
15:05-15:15 10 国土交通省 -

6 質疑応答 15:15-15:25 10 - -

7 （休憩） 15:25-15:45 20 - -

8

パネルディスカッション

「北海道における持続可能な物

流のあり方～業種の枠を超えた

共同配送へ～」

15:45-17:00 75

司会

・野村総合研究所

パネラー

・F-LINE

・国分北海道

・イオン北海道

学識

・相浦教授

・髙橋教授

①自己紹介（15分）

②異業種連携の必要性と課題（12分）

③課題解決に向けて協調し得る領域（12分）

④課題解決の方法（12分）

⑤相浦先生総括（10分）

⑥質疑応答（10分）

9 閉会の案内 17:00-17:03 3 総合司会 -

10 ～終了後 懇談～ - - - -

所要時間計 17:03 183
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野村総合研究所講演では、北海道における共同配送パターンや共同化による効果試算を説

明するとともに、「相手探し」や「ルール議論」といった実現課題の解決策を説明

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 北海道物流の現在地と理想像

① 北海道における共同輸配送の現在地

② 北海道物流の理想像

③ 共同配送の実現に向けたステップ仮説

2. 共同輸配送の効果と将来課題

① 想定される連携パターン

② 連携効果の試算

③ 北海道における共同輸配送の現在地

④ 異業種連携の可能性

⑤ 共同輸配送のステップと課題

3. 課題に対応する先進事例

① NexTrust事例における「相手探し」のステップ

② 物流情報の電子化

③ 「荷姿のばらつき」に対する対応

④ 商習慣の乗り越え方

⑤ コスト負担適正化とゲインシェア

野村総合研究所講演

「道内事業者の物流実態及び共同化の可能性分析」

登壇者：野村総合研究所

アーバンイノベーションコンサルティング部 グループマネージャー

小林一幸 様
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経済産業省講演では、物流2024年問題に関する政策動向や公示予定の補助事業、

フィジカルインターネットに関する実証事例、伝票電子化・需要予測に関する実証結果を報告

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 「物流の2024年問題」等への対応とフィジカル

インターネット実現に向けて

① 「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」

について

② ガイドラインの遵守・自主行動計画作成の呼び

かけ

③ 物流等効率化に向けた補助事業

④ フィジカルインターネットの実現に向けて

2. 伝票電子化による物流業務の省力化実証

① プロジェクト概要

② 物流情報の電子化手法

③ 伝票電子化による省力化事例

3. 需要予測による在庫管理・発注業務DX事例

① 実証事業概要

② 成果報告

経済産業省・TSUNAGUTE・トーマツ講演

「政策紹介及び実証事業報告」

登壇者：経済産業省 商務・サービスグループ

消費・流通政策課長 兼 物流企画室長 中野剛志 様

消費・流通政策課 課長補佐相原翔 様

TSUNAGUTE

代表取締役社長 春木屋悠人 様

トーマツ

ビジネス・アシュアランス部 シニアマネジャー 氷川珠恵 様
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国土交通省講演では、2/19開催のシンポジウム開催結果報告として、

除雪ステーションや道の駅を活用した中継実証事例やロジスクワークショップ事例を説明した

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. 第九期 北海道総合開発計画の検討の視点

① 北海道を取り巻く課題

② 施策の方向性

2. 中継輸送・共同輸送の実現に向けて

① ニセコ及び尻別除雪ステーションを活用した実証

事例

② 名寄北除雪ステーションを活用した実証実験

③ 白滝管理ステーション及び道の駅「しらたき」を活

用した実証実験

3. ロジスクの開催状況

① ワークショップの実施結果

② ワークショップ後の状況

国土交通省講演

「中継輸送・共同輸送を考えるシンポジウム 結果報告」

登壇者：国土交通省 北海道開発局

建設部道路計画課 道路調査専門官 伊藤典弘様
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パネルディスカッションでは、小売業・卸売業・物流業よりパネラーを招き、

異業種連携の必要性や課題解決に向けた方向性について意見交換を実施

仕様（１）｜「北海道 地域フィジカルインターネット懇談会」の設置・運営

講演骨子

1. パネラー自己紹介

2. 異業種連携の必要性と課題

① 小売業界における需給バランスの偏り

② 小売業界における厳しい納品要件

3. 課題解決に向けて協調し得る領域

① 納品時間

② リードタイム

③ 共通の物流情報プラットフォーム

④ 荷姿の標準化

4. 課題解決の方法

① 発着荷主とのリードタイム交渉

② 青果物との帰荷マッチング

③ 輸送頻度の低減

④ 消費者に向けた課題周知

⑤ 行政主導による商習慣の改善

パネルディスカッション

「北海道における持続可能な物流のあり方」

登壇者：F-LINE 物流未来研究所長 平智章 様

国分 物流・システム部長 島淳二 様

イオン北海道 商品本部 商品戦略部 物流改革マネージャー 石田将 様

北見工業大学 地域未来デザイン工学科 教授 髙橋清 様

北海商科大学 商学部商学科 教授相浦宣徳 様

野村総合研究所 アーバンイノベーションコンサルティング部 グループマネージャー 小林一幸 様
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本調査の実施項目と目的は以下の通り

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査

実施事項（概要） 実施方法

道内物流実態の把握

⚫ 成り行きで2030年を迎えた場合の、

北海道各地域の貨物量（需要）と

ドライバー数（供給）のギャップを推計

⚫ 上記に対して、共同配送等により積載

率が向上した場合の需給ギャップを推計

⚫ 懇談会参加事業者の共同配送等への

取り組み状況や意向を聴取・分析

⚫ マクロ統計分析

⚫ アンケート調査

特定事業者間での具体的

な連携可能性の検証

⚫ 北海道の複数事業者の配送データを

分析し、事業者間の連携による物流

効率化の効果を試算

⚫ 上記の効果を実際に得るためのポイント

を整理

⚫ 小売事業者の配送

データ分析

⚫ ヒアリング調査

道内で地域フィジカル

インターネットを実現する

ための段階の整理

⚫ 懇談会における道内事業者の議論も

踏まえ、地域フィジカルインターネット実現

に向けたステップを整理

⚫ 特に今後の課題となるステップについて、

先進事例から課題の乗り越え方を整理

⚫ デスクトップ調査

⚫ 第二回懇談会における

パネルディスカッション

目的

⚫ ドライバー不足に対する取り組みを進めず、

成り行きで2030年を迎えた場合の物流

に関する見通しを把握する

⚫ ドライバー不足に対する取り組みについて、

現時点の取り組み状況を把握する

⚫ ドライバー不足に対する取り組みの一つ

である「共同輸配送」について、可能な

限り進めた場合の効果を可視化する

⚫ その効果を得るために乗り越えるべき

課題を整理する

⚫ 足元の「共同輸配送」に対する取り組み

の先に「地域フィジカルインターネット」の

構築を目指すためのステップを整理する

⚫ そのステップを踏むために対処すべき課題

を整理する
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貨物地域流動調査の区分に従い、道内7地域についてドライバー需給ギャップを指すつする

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

地域 総合振興局の管轄

札幌 石狩、空知（深川市及び雨竜郡を除く。）、後志

旭川 上川、宗谷、留萌、空知（深川市及び雨竜郡）

函館 檜山、渡島

室蘭 胆振、日高

釧路 釧路、根室

帯広 十勝

北見 オホーツク

貨物地域流動調査での地域区分

出所）国土交通省「貨物・地域流動調査 調査の概要」よりNRI作成
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北海道の着貨物量は、2000年から2020年にかけて約35%減少した。

直近は横ばいで推移している

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

出所）国土交通省「貨物地域流動調査」よりNRI作成

北海道における着貨物量（重量ベース）の推移
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道内人口は、緩やかに右肩下がりとなっている

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

出所）総務省「国勢調査」よりNRI作成

北海道の人口推移
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砂利・石材や金属製品等、重量の大きな貨物の減少により、1人あたりの貨物量は減少傾向

にあったが、近年は下げ止まっている。直近2時点の平均値を今後も維持すると仮定した

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

出所）国土交通省「貨物地域流動調査」、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」よりNRI作成

貨物量/人口の推移と予測
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52Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

営業用トラックの分担率や1台あたり輸送量を踏まえると、

北海道全体で1日あたりに必要なトラック運行回数は、30万回程度から減少していく

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

出所）国土交通省「貨物地域流動調査」、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、国土交通省「自動車輸送統計調査」よりNRI作成

北海道で1日あたりに必要なトラック運行回数
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54Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

北海道では、ドライバーの約3割について、年間拘束時間が3300時間を超えている。

2024年問題の規制により拘束時間が圧縮され、トラックの運行可能数が減少すると想定

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

72

21

6

0 20 40 60 80

（%）

3300時間未満

3300時間以上

3516時間以下

3516時間超

3840時間以下

3840時間超 0

北海道におけるドライバーの年兼拘束時間別割合

出所）厚生労働省「トラック運転者の労働時間等に係る実態調査事業 報告書」

規制による影響はないと仮定

規制により、拘束時間が3300時間に

圧縮されると仮定

3300時間

3408時間

3678時間

3900時間

現在の平均拘束時間と規制の影響

現在の平均

拘束時間
規制の影響



55Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

2020年度にドライバーの需給が釣り合っていたと仮定すると、

ドライバー1人あたり運行数は以下の通り

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

出所）国土交通省「貨物地域流動調査」、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、国土交通省「自動車輸送統計調査」よりNRI作成

ドライバー1人あたりの運行数（2020年度）

札幌

室蘭

1人あたり運行数

【供給】

ドライバー稼働人数（人）
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帯広
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函館
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41,165
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需給が

釣り合っている

と仮定
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共同輸配送の取組みは、現状40%未満に低迷しているトラックの積載効率*を向上させ、

労働力不足への対策及び労働生産性を引き上げる効果が期待される

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内物流実態の把握｜マクロ統計分析

◼営業用トラックの積載効率は全国で39%、北海道で35%となっている。

*積載効率＝輸送トンキロ / 能力トンキロ

出所）国土交通省「自動車輸送統計調査」、国土交通省「総合物流施策大綱（2021年度～2025年度）」
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消費財サプライチェーンのうち、小売業の物流センター前後の物流にフォーカスを当てた

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜特定事業者間での具体的な連携可能性の検証

出所）経済産業省「製・配・販連携協議会」をもとにNRI作成

製造業

工場

製造業

物流センター

卸売業

物流センター

小売業

物流センター

小売業

店舗

消費財サプライチェーンの簡略図

※小売業物流センターの

上流側は、大手ベンダー

との取引分のみ

本検討の対象外

本検討の対象
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以下の小売事業者様に配送データをご提供いただき、分析を行った

◼データ項目

⚫ 各社の各配送便の走行区間、発着拠点、配送頻度、使用トラック、貨物の温度帯、積載率*等

* 積載率は、0~25% / 25~50% / 50~75% / 75~100%の4区分で聴取し、分析の際にはそれぞれの区分の中央値と仮定

◼分析方法

⚫ 各社の配送便を地域区分（総合振興局ベース）別に集計し、地域間の貨物量や積載率を算出した（次貢）

⚫ 4社全便の合計走行距離を算出し、4社間で可能な限り配送を共同化**した際の減少幅を整理した（次々貢）

その際、積合せ等のために他社拠点に立ち寄ることで伸びる距離は考慮していない

** 共同化は混載と帰り荷マッチングを想定し、それぞれ下記定義で「共同化可能」と判定した
• 混載： 配送ルートの発着地域、貨物の温度帯が一致し、積載率に余裕がある

なお、幹線輸送では、車格を上げて便を統合する（4t車2台→10t車1台等）選択肢も考慮
• 帰り荷マッチング： 配送ルートの発着地域が逆で、貨物の温度帯が一致し、帰り荷が空車である

なお、実際には帰り荷でかご台車等の回収をしているケースも踏まえ、積載余地は50%と仮定

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜特定事業者間での具体的な連携可能性の検証
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北海道における小売の共同輸配送には、大きく3つの連携パターンが想定される。

それぞれの課題の大きさと連携可能性は以下の通り

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜特定事業者間での具体的な連携可能性の検証

想定される連携パターンと方針

②長距離便の

行き荷混載

③長距離便の

帰り荷マッチング

連携可能性がある
• 使用する車格を上げれば、混載等の余地も

想定される

課題は中程度
• 現状の積載率は約8割と高い

• ただし、2024年問題やドライバー不足で、

将来的には運行数が保てない可能性

（同業間では）連携可能性が小さい
• どの事業者も同様の課題を抱えており、

相互補完しづらい

課題が比較的大きい
• 札幌以外の地域から札幌へ向かう帰り荷で、

空車ないしマテハン輸送を主とする区間が

多い

課題の大きさ 連携可能性

異業種も含めた

連携模索

中継拠点整備による

2024年問題対応

車格を上げて混載

方針

①石狩域内の

共同輸配送

連携可能性が大きい
• 物流センターや卸の調達先、店舗の配置は

概ね類似しており、共同化余地がある

• 店舗配送の帰りに卸から物流センターへの

納品を行う等の余地もある

課題が比較的小さい
• 積下ろし拠点までの積載率は高い

• ただし、帰り荷で空車ないしマテハン輸送を

主とする区間が発生

小売事業者間、

卸・小売間で

連携模索

出所）NRI作成
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小売事業者も、その逆向きの流動を持つ異業種も、帰り荷の課題は共通している

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜特定事業者間での具体的な連携可能性の検証

小売サイドの課題と連携意向 異業種サイドの課題と連携意向

小売A

小売同士の連携でも札幌周辺は効率

化できるが、遠方からの帰り荷確保は

より大きな課題だ。ケースによるが、1本

輸送を減らせると年間200～300万円

の効果が出るので取り組みたい。

小売B

異業種との連携もやっていかなくてはと

改めて認識した。当社は同業には多く

声をかけてきたが、異業種は誰に協業

ニーズがあるかわからずやれなかった。

幹線輸送の帰り荷が課題だというのは

その通りだ。車格や配送時間帯が合致

する業種と連携できたらよい。

小売C

農業D

ドライバー不足・高齢化は非常に懸念

しており、帰り荷については3台に2台が

空車となっている状況だ。

食品メーカーE

帰り荷は委託先の物流会社が確保して

いるケースもあると思うが、空箱が返って

きていることが多い。

出所）NRIヒアリングより作成

食品メーカーF

当社は送り先の協力会社に来てもらって

いるが、行き荷は基本的に空車になって

いる。トラックと時間が合えばぜひ連携

したい。
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共同輸配送の実現フロー、および各段階における課題は以下の通り

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内で地域フィジカルインターネットを実現するための段階の整理

ルール議論区間選定

• 適宜ルートやオペレーション

を変更し、実施

• まずは便ごとの積込み・

積下ろし地点や温度帯、

トラックの種類、積載率等

をデータベースで共有

→連携有望区間の仮説を

立てる

共同輸配送を実現するためのフローと現状の課題

実行

• 仮説をもとに、相互の

物流センター担当者を

交えて実現性を議論

相手探し

• 個人の人脈や企業の会合

等で声掛け

• 配送が難しくなった中小

荷主から個別にアプローチ

• 委託先の物流会社での

ルート・オペレーション変更に

伴う輸送品質低下

• 店舗やセンターでのオペレー

ション再教育の手間

• 他社のセンターでの作業

遅延の影響を受ける

• トップの明確な意思・号令

がなければ、データ共有・

ルール議論を推進できない

• 店着時間、荷姿、コスト

分担・ゲインシェアのあり方

について調整が難航しがち

• 専任の現場担当者を配置

できないと議論が進まない

• 配送が減るので物流

会社の反発を受ける

• 連携余地が個人の人脈や

コミュニティの範囲に閉じる

• 特に異業種については、

そもそも物流特性がわから

ないので、適切な連携先を

見つけるのが難しい

• 自社の配送データが整備

できておらず、連携先に

求める要件が不明確

現状の進め方

推進を阻む課題

出所）NRIヒアリングより作成
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同業での共同輸配送

業種を超えた

共同輸配送

地域

フィジカルインターネット

自社配送

最終形の地域フィジカルインターネット実現に向けたステップは以下の通り。

特に今後の課題となる「業種を超えた共同輸配送」に関する課題と解決策を整理する

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内で地域フィジカルインターネットを実現するための段階の整理

既に取り組み事例多数

今後の課題

出所）NRI作成
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（参考）北海道では、リアルな場での共同配送マッチングコミュニティとして、国土交通省北

海道開発局が「ロジスク」の取り組みを実施している

◼本取り組みは、共同輸配送相手を見つける機会として以下の点

で有用と考える。

⚫ 同業だけでなく特に異業種でのマッチングの機会が得られる

⚫ 中立の立場である行政機関が主導することで参加しやすい

⚫ 対面でコミュニケーションをとることで、輸配送条件の調整にも取り組

みやすくなる可能性もある

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜特定事業者間での具体的な連携可能性の検証

出所）国土交通省北海道開発局 共同輸送・中継輸送実装研究会 HP
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共同輸配送マッチングプラットフォームでは、マッチングに必要な物流情報の取得に際し、

デジタコ等の車載機器を活用することで、省人化・利便性向上が図られている

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内で地域フィジカルインターネットを実現するための段階の整理

共同輸配送マッチングサービスの出現と車両デバイスによる電子化 道内フィジカルインターネット実現に向けた示唆

◼ トラックの動態情報を自動で取得できるデバイスを導入する

ことで、自社の物流情報を自動的に電子化できる

◼ 自社の物流情報をクラウド上で保存・管理することで、

物流情報の提供・連携が容易になる

予め車両にデジタコ等を導入しておくことで、

マッチングサービス普及時に利用が容易に

TranOpt

• 日本パレットレンタル株式会社が運営する

共同輸配送マッチングプラットフォーム

• デジタコから得られる物流情報をクラウド上で

管理・自動連携することで、共同輸配送における

情報共有コストを削減する実証実験を行っている

サービス名 特徴

traevo

• 株式会社traevoが運営する車両動態管理

プラットフォームで、取得した輸送データを活用し、

共同輸配送の検索機能の実証実験を行っている

• 複数の主要メーカー製のデジタコと物流データの

連携が可能

出所）株式会社トランストロン ニュースリリース、TDBC Forum 2023 WG05資料よりNRI作成
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1 荷姿のばらつきを前提とした積み合わせ

NEXT Logistics Japanは、荷主・物流会社など20社*と幹線輸送スキームの刷新に取り組む。

荷姿はある程度統一しつつも、ばらつきを前提としたオペレーションで対処

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査｜道内で地域フィジカルインターネットを実現するための段階の整理

NEXT Logistics Japanの混載に向けた取り組み（実証実験） 道内フィジカルインターネット実現に向けた示唆

⚫ 自動車部品や紙から食品・飲料まで、多様なプレイヤー20社*

をパートナーとしている。

⚫ 業種を超えた荷主間連携に向け、荷姿に関して以下の工夫

を行い、実証実験に取り組んでいる。
荷姿の異なる荷物については、デッキラックで段を分ける、

BOXパレットに入れる等の工夫で積み合わせている。

2 荷姿の統一

一方で、荷役の自動化等も視野に入れると、一定程度は

荷姿の統一も必要になる。

パレットの標準化に加え、荷積みの”高さ”を揃えることで、無人

フォークリフトでの荷役や積載率の向上に貢献している。

また、荷姿を統一できると、小ロット多頻度配送と積載率向

上の両立が可能となる。

*アサヒグループジャパン、江崎グリコ、ギオン、キユーソー流通システム、鴻池運輸、澁澤倉庫、

鈴与、住友ゴム、摂津倉庫、千代田運輸、トランコム、ニチレイロジグループ、日清食品ホー

ルディングス、日本梱包運輸倉庫、日本製紙物流、日野自動車、ブリヂストン、三菱HC

キャピタル、三菱UFJ銀行、ユーネットランス

出所）NEXT Logistics Japan「デジタル技術を活用した物流の課題解決」（2021年4月）
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仕様（２）の調査においては、以下の事業者にヒアリングのご協力をいただいた

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査

ヒアリング対象 ヒアリング目的 主な示唆

株式会社MLS

• 配送データを用いた分析に

関する内容確認

• 分析結果を踏まえた今後の

課題に関するディスカッション

• 札幌周辺よりも、遠方への配送および帰り荷の確保が課題として大きい。

• 共同配送（特に混載）では、店着時間、荷姿、コスト分担、施設のセキュリティ、物量の波動対策

等を事前にすり合わせておくのが課題になる。

• 実際に取り組みを進めるうえでは、互いの会社の姿勢が重要だ。トップのコミットがあったうえで、現場

レベルでも専任の担当者が必要になる。

• 共同配送は1台減らせると年間200~300万円の金額効果になるので、1つ事例を作れると投資対

効果がわかり、進めやすくなる。

イオン北海道

株式会社

• 配送データを用いた分析に

関する内容確認

• 分析結果を踏まえた今後の

課題に関するディスカッション

• 共同配送のプロセスで最も難しいのはルール議論。荷姿や店着時間などのすり合わせが難航するケー

スがある。

• 相手探しについては、北海道物流研究会所属の企業であれば相互に物流を把握しているので問題

ないが、それ以外の企業、特に異業種だと難しい。

• 異業種連携にあたっては、輸送に用いる車両や荷姿が近しい業種がターゲットとなる。

北雄ラッキー

株式会社

• 配送データを用いた分析に

関する内容確認

• 分析結果を踏まえた今後の

課題に関するディスカッション

• 店着時間のすり合わせが大きな課題だ。30分ずらすだけでも店舗のオペレーションが大きく変わる。

• 異業種連携に向けては、どの会社が何をどう運んでいるか等がかわからないのが大きい。まずは、車格

や時間、発地・着地、温度帯、積載量等の基本的な情報を共有できるとよいのではないか。

• 個社間の話し合いのみではマッチングに至るまで難しいため、間に入って繋げるプレイヤーが求められる。

• サプライチェーン上下流での連携に向けては、課題の大きい地方部の方が利害が一致しやすいだろう。

※並び順は実施日順

出所）各社へのヒアリングよりNRI作成
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仕様（２）の調査においては、以下の事業者にヒアリングのご協力をいただいた

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査

ヒアリング対象 ヒアリング目的 主な示唆

ホクレン農業

協同組合連合会

• 異業種連携の可能性に

関する検証

• 帰り荷の課題は存在しており、農産物と小売事業者の扱うモノの流れとはマッチングできそうだと考え

ている。ただし、実際に進めようとすると、時間帯や輸送資材の違い、距離が伸びることによる拘束時

間の増加が障壁となる。

• 上記を打開して進めるには、企業間で譲り合い、妥協点を見つけることが重要だが、そのためには荷

主・物流会社を含む関係企業間で危機意識の水準が揃っている必要がある。

• 全体を運ぶ責任があるため、マッチングした一部区間のみを切り替えると、他区間の輸送が非効率と

なる懸念がある。全体最適を目指す必要がある。

• 初めに着手するのは、運行時間に余裕がある区間に絞るのがよいだろう。

日糧製パン

株式会社

• 異業種連携の可能性に

関する検証

• 異業種と共同配送を検討すると、日配品のため出荷時間が他業界と異なることや、物量の波動ゆ

えに安定した空き容量がないこと、パンの納品に使う番重の特殊性ゆえの難しさが課題になる。

• 波動については、小売店のセール日と紐づいているので、それ次第で解決できる可能性はある。

明治ロジテック

株式会社

• 異業種連携の可能性に

関する検証

• 車格と時間が合えば、長距離便の帰り荷マッチングはぜひ実施したい内容だ。ただし、冷凍・冷蔵品

が多いゆえ車両が冷凍冷蔵車であり、温度帯が合うものか車両の制約がないものを狙う必要がある。

• 車格については、投資対効果が合うならトラックへの設備投資も検討し得る。

• 一方で、特に道外移出の場合はフェリーの時間が決まっており、生産体制を考えると出荷時間は譲

ることができないのが進めるうえでの障壁だ。

• 道東エリアのメーカーは荷の向きが同じと想定されるため、同業者間で課題を解決し切るのは難しい。

異業種連携も必要になるだろう。

• 相手探しについては、現状はコネクションベースとなっている。

※並び順は実施日順

出所）各社へのヒアリングよりNRI作成
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仕様（２）の調査においては、以下の事業者にヒアリングのご協力をいただいた

仕様（２）｜対象地域の物流課題調査

ヒアリング対象 ヒアリング目的 主な示唆

株式会社

フジネット

• 異業種連携の可能性に

関する検証

• 野菜以外の荷物との共同配送を検討しようとすると、時間のミスマッチが障壁となる。

• 道内では、出荷当日に集荷するため、当日になるまで物量がわからない点も連携を阻んでいる。

実現するためには、道内の冷蔵庫を増やし、前日集荷を可能にすることが必要である。

• 加えて、天候によっても物量が変わるため、農産物に関しては連携相手に条件を約束しづらい。

運輸デジタル

ビジネス協議会

• 地域フィジカルインターネット

実現に向けた課題・解決策

の抽出

• オープンなプラットフォームであるため、データの開示については入念な議論を尽くした。積み荷等の機

微な情報まで開示すると競合への懸念が生まれてしまうため、電子化しやすく、かつ開示に関する懸

念が少ないデータ項目（動態情報、拠点情報、ドライバーがデジタコ等に入力することによって取得さ

れる荷待ち・荷積み等の作業状況等）に絞って収集している。

• 上記のデータ項目をもとに輸送の状況を可視化し、マッチングをサポートしている。

一般社団法人

ビジネス機械・

情報システム

産業協会

• 地域フィジカルインターネット

実現に向けた課題・解決策

の抽出

• 参画企業が「もう従来のサービスレベルは維持できない」と危機感を共有していたので、商習慣の

見直しは前提となっていたため、議論が進めやすかった。

• また、顧客アンケート調査で、配送リードタイムを顧客が強く求めていないと分かっていたため、サービス

レベルを下げることに対する抵抗はそれほど大きくなかったことも推進できた要因だ。

• さらに、役員も所属する業界団体の取り組みで協力が得やすかったことも、意思決定をスムーズにした。

• コスト分担については、共同配送区間も含め、物流会社との契約を個社ごととすることで、利益分配

の議論は避けて実施することができる。

• 「参加できる企業から参加し、徐々に拡大」をコンセプトとし、各社がメリットを享受できると判断した

タイミングで参加いただいたことで、合意にかかる工数を比較的小さく抑えることができたと考えられる。

※並び順は実施日順

出所）各社へのヒアリングよりNRI作成
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荷主および物流事業者の意識改革に資することを目的に、広報資料を配布した

◼目的・用途

⚫ 荷主（製/配/販）および物流事業者の意識改革の助けとすることを目的とする。

⚫ 特に、第二回懇談会の場において、各コンテンツの理解を深めるため、資料として配布する。

◼内容

⚫ 経済産業省・国土交通省 「北海道物流WEEK」に関する広報資料

⚫ 株式会社野村総合研究所 発表レジュメ

⚫ 経済産業省 発表レジュメ

⚫ 経済産業省 価格転嫁の円滑化に向けた支援施策

⚫ 国土交通省 鉄道モーダルシフト促進セミナーに関する広報資料

⚫ 農林水産省 物流にかかわる補助事業に関する広報資料

（３）成果広報資料の作成・印刷・配布


































